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午前１０時０１分 開会

（出席議員数１８名）

────────────────────

開 会 宣 告

────────────────────

これより、本日をもっ○議長（中元優君）

て招集されました平成１９年第１回富良野市

議会定例会を開会いたします。

────────────────────

開 議 宣 告

────────────────────

直ちに、本日の会議を○議長（中元優君）

開きます。

────────────────────

会議録署名議員の指定日程第１

────────────────────

日程第１ 会議録署名○議長（中元優君）

議員の指定を行います。

本定例会の会議録署名議員には、会議規則

第１１９条の規定により、

横 山 久仁雄 君

天 日 公 子 君

野 嶋 重 克 君

東海林 剛 君

上 田 勉 君

日 里 雅 至 君

今 利 一 君

北 猛 俊 君

佐々木 優 君

宍 戸 義 美 君

宮 田 均 君

菊 地 敏 紀 君

広 瀬 寛 人 君

岡 野 孝 則 君

以上、１４名の諸君を指定いたします。

なお、本日の会議録署名議員には、

横 山 久仁雄 君

天 日 公 子 君

を御指名申し上げます。

────────────────────

諸 般 の 報 告

────────────────────

事務局長をして、諸般○議長（中元優君）

の報告をいたさせます。

事務局長桐澤博君。

－登壇－○事務局長（桐澤博君）

議長の諸般の報告を朗読いたします。

市長より提出の事件、議案第１号から議案

第３１号までと、市長の市政執行方針、教育

長の教育行政執行方針及び予算の概要につき

ましては、あらかじめ御配付のとおりでござ

います。諮問第１号につきましては、本日お

手元に御配付のとおりでございます。

次に、議会及び監査委員より提出のありま

した事件につきましては、議会側提出件名表

に記載のとおり、議長にそれぞれ提出がござ

いました。このうち、審査及び調査終了いた

しました事件につきましては、報告書として

御配付のとおりでございます。

次に、市長より行政報告の申し出があり、

その概要につきましては、本日お手元に御配

付のとおりでございます。

次に、議長の閉会中の主な公務につきまし

ては、議長報告として御配付のとおりでござ

います。朗読は、慣例により省略をさせてい

ただきます。

次に、本定例会の説明員につきましては、

別紙名簿として御配付のとおりでございま

す。

本日の議事日程につきましても、お手元に

御配付のとおりでございます。

以上でございます。

────────────────────

会期の決定日程第２

────────────────────

日程第２ 会期の決定○議長（中元優君）

についてを議題といたします。

本定例会の運営に関し、議会運営委員会よ

り報告を願います。

議会運営委員長横山久仁雄君。

－登壇－○議会運営委員長（横山久仁雄君）

議会運営委員会より、２月１９日に告示さ

れました平成１９年第１回定例会が本日開催

されるに当たりまして、２月２２日に議会運
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営委員会を開催し、審議いたしました結果に

ついて御報告申し上げます。

本定例会に提出されました事件数は５０件

でございます。うち議会側提出事件は１８件

で、その内訳は、付託審査案件１１件、特別

委員会報告１件、例月出納検査報告２件、定

期監査報告１件、財政援助団体監査報告１

件、条例改正１件、規則改正１件でございま

す。

市長よりの提出事件は３２件で、その内訳

は、予算１５件、条例９件、人事１件、その

他７件でございます。

事件外といたしまして、議長報告及び市長

行政報告がございます。

次に、運営日程について申し上げます。

本会議第１日目の本日は、会期の決定後、

市長の市政執行方針、教育長の教育行政執行

方針及び予算の概要、平成１９年度各会計予

算案第１号から第９号の提案説明を受け、本

日の日程を終了いたします。

本会議第２日目、２月２７日は、市長の行

政報告を受け、次に、平成１８年第４回定例

会で総務文教委員会に付託の議案第１０号、

議案第１２号、議案第１３号及び議案第１４

号の審議を願います。次に、同じく市民福祉

委員会に付託の議案第１５号から議案第１９

号までの審議を願い、次に、同じく経済建設

委員会に付託の議案第２２号及び議案第２６

号の審議を願います。次に、特別委員会報

告、監査委員報告を受け、次に、議案第１８

号、諮問第１号の審議を願います。次に、議

案第１０号から議案第１７号及び議案第１９

号から議案第３１号までの提案説明を受け、

第２日目の日程を終了いたします。

なお、議案第１８号につきましては、全部

改正条例でありますので、総務文教委員会に

付託し審査することで意見の一致を見ており

ます。

本会議第３日目、２月２８日は、議案第１

０号及びこれに関連する議案第２７号の審議

を願い、次に、議案第１１号から議案第１５

号までの審議を願い、日程を終了いたしま

す。

３月１日、２日は議案調査のため、３月３

日、４日は休日のため、それぞれ休会といた

します。

本会議第４日目、３月５日は代表質問を行

い、これを終了いたします。

３月６日は、議案調査のため休会といたし

ます。

本会議第５日目、第６日目の３月７日、８

日は、市政に関する一般質問を行い、これを

終了いたします。一般質問終了後、直ちに議

員全員による予算特別委員会を設置し、平成

１９年度予算関連議案を一括付託し、休会中

審査することで申し合わせをしております。

３月９日は議案調査のため、３月１０日、

１１日は休日のため、それぞれ休会といたし

ます。

３月１２日、１３日、１４日は、予算特別

委員会を開催いたします。

３月１５日、１６日は議案調査のため、３

月１７日、１８日は休日のため、それぞれ休

会といたします。

本会議第７日目、３月１９日は、付託され

ました平成１９年度予算及び関連する議案１

６件の審査結果について予算特別委員長より

報告を受け、審議を願います。次に、議案第

２３号、議案第２４号、議案第２６号及び議

案第２８号から議案第３３号までの審議を願

います。最後に、追加議案のある場合は順次

審議を願い、閉会中の諸手続をいたしまし

て、本定例会を終了いたします。

次に、議案外の運営について申し上げま

す。

代表質問、一般質問の通告期限は、２月２

７日１３時まで、請願、意見案等につきまし

ては、３月１２日の日程終了時までとするこ

とで申し合わせをいたしております。

以上、平成１９年第１回定例会の会期は、

本日２月２６日から３月１９日までの２２日

間とすることで委員会の一致を見た次第であ

ります。

本定例会は長期にわたりますので、議員、



― 5 ―

理事者及び説明員におかれましては、健康管

理に十分留意されまして、議会運営に特段の

御協力を賜りますようお願いを申し上げまし

て、議会運営委員会からの報告といたしま

す。

お諮りいたします。○議長（中元優君）

ただいま委員長より報告のとおり本定例会

を運営し、会期は２月２６日から３月１９日

までの２２日間とし、うち３月３日、４日、

１０日、１１日、１７日、１８日は休日のた

め、１日、２日、６日、９日、１５日、１６

日は議案個別調査のため、１２日、１３日、

１４日は予算特別委員会のため、それぞれ休

会にいたしたいと思います。これに御異議ご

ざいませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

御異議なしと認めま○議長（中元優君）

す。

よって、本定例会の会期は、ただいまお諮

りのとおり、本日から２２日間と決定いたし

ました。

────────────────────

日程第３

平成１９年度市政執行方針

平成１９年度教育行政執行方針

平成１９年度予算の概要について

議案第１号～第９号（提案説明）

────────────────────

日程第３ 議案第１号○議長（中元優君）

から議案第９号までを議題といたします。

提案説明に先立ち、平成１９年度市政執行

方針につき、説明を求めます。

市長能登芳明君。

－登壇－○市長（能登芳明君）

ここに、平成１９年第１回富良野市議会定

例会の開会に当たり、市政執行に対する私の

基本的な考え方を申し上げ、市議会議員の皆

様並びに市民の皆様の御理解と御協力を賜り

たいと存じます。

初めに、私は、昨年５月に市長に就任し、

力を合わせながら町づくりを進める市民対話

を基本に、市民本位の市政の実現を目指し、

全力で市政執行に当たってまいりました。

時代が大きく変わりつつある中で、未来に

向かって明確なまちづくりを進めるために、

常識や慣習にとらわれない新たな発想と積極

的な行動が必要であると考えております。

私は、今後においても、地域がみずからの

足で歩んでいく自主・自立の精神で、変化の

時代に対処しながら、富良野市の限りない発

展を目指し、市民とともに、だれもが誇りを

持てるまちづくりを推進してまいります。

基本的な考え方について。

我が国の経済は、景気拡大が続いているも

のの、地方においては実感として感じられ

ず、道内においても公共事業費の削減などか

ら雇用環境も厳しく、都市と地方の地域間格

差が拡大しております。

今日の地方自治は、地方分権の進展を初

め、少子高齢化の進行、地球環境問題、経済

のグローバル化、高度情報化、子供の教育の

あり方が大きく変化し、これまでの社会経済

構造を新しい時代の発展にふさわしいものへ

と転換する聖域なき改革が進められ、三位一

体の改革や市町村合併など複雑多様化する中

にあって、的確な政策の選択と行政効果が求

められております。

私は、市民の声を市政に反映させる市民本

位の市政執行を信条に、市民と行政の信頼関

係を築いてまいります。

今後とも、社会環境が多様化する新しい時

代に向けて、市民本位のまちづくりを進める

に当たり、市政に対する基本的な考え方を述

べたいと存じます。

１点目は、市民対話と情報開示でありま

す。

市民の行政への信頼は、市民対話と情報開

示から生まれるものであり、地域懇談会、連

合会長会議、市長室トークなどの開催や各地

域に出向いた話し合いの中でいろいろな意見

をいただいております。この積み重ねによっ

て、市民との信頼関係が生まれてくるものと

確信をしております。

今後とも、こうした市民対話の機会を定期
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的に持ちながら、幅広い世代、多くの皆さん

との懇談を積極的に行うことにより、市民と

の信頼関係の構築に努めてまいります。

また、広聴広報活動を通じ、今、市民がど

のような情報を必要としているのかを的確に

把握し、広報誌、ホームページ、コミュニ

ティＦＭラジオなどを活用して行政情報の提

供を積極的に行うとともに、市民向け予算書

の作成、出前講座の開設などを行い、市民と

の情報の共有による、市民の目線に立った市

政を行ってまいります。

２点目は、財政の健全化と行財政改革の推

進であります。

新たに地方分権改革推進法が制定される

中、地方交付税制度や地方財政再生制度など

の地方財政制度の見直しが進められ、地方自

治体には自主性と自立性のある市政運営が求

められております。引き続く財源不足の中に

おいても、計画的な行政運営のため、富良野

市財政健全化計画を策定し、身の丈に合った

安定した健全財政の確立に取り組んでまいり

ます。

また、行政改革につきましては、富良野市

財政健全化計画の策定にあわせ、富良野市行

政改革推進計画を積極的に推進することで、

行政サービスにおける市民と行政の役割分担

を検討し、事務事業を見直し、職員の意識改

革や人材育成、民間活力の導入などを進める

とともに、富良野市行革推進市民委員会によ

る外部評価を実施し、開かれた行政改革の推

進を図り、地方分権時代に対応できる、市民

との協働による簡素で効率的な行政運営の確

立に努めてまいります。

３点目は、農村観光都市の形成でありま

す。

豊かな自然景観を生かし、農業と観光の融

合による振興を目指し、都市と農村の交流を

進めてまいります。

先人たちが築き上げた肥沃な大地で営まれ

る農業と美しい農村風景、豊かな自然景観、

そして、それらと連携した観光、この三つが

融合し、都市と農村の交流が促進されるもの

と考えております。

具体的には、新鮮な農畜産物を使った食観

光、農作業などにかかわる体験観光、山岳景

観や森林・リサイクル事業を活用した自然観

察体験、エコ観光など、これらを交流の活性

化に向け取り組んでまいります。

移住定住相談につきましては、農業、商

工、観光、教育関係部局及び関係機関・団体

と連携のもと、市の窓口の一元化を行い、定

住及び都市と農村との交流を進めてまいりま

す。

また、北海道移住促進協議会とも連携し、

情報の発信やＰＲ活動を進めてまいります。

４点目は、富良野広域連合準備委員会の設

置であります。

平成１８年８月に開催されました富良野地

区広域市町村圏振興協議会委員会では、「自

治のかたち」として示された四つ（市町村連

携、広域連合、市町村合併、広域都市）の中

から、今後の富良野圏域の方向性として、広

域連合を選択することで合意されました。

その後、広域連合で処理することが可能な

事務として、消防組合（上川南部、富良野地

区）、学校給食組合、環境衛生組合、串内草

地組合、国民健康保険、介護保険、火葬場、

広域圏事務を選定し、平成１９年１月１５日

に富良野広域連合準備委員会を設立いたしま

した。

今後、２０年４月の広域連合の設置に向

け、専門部会等を設け、具体的な検討を進め

てまいります。

５点目は、地域センター病院跡地利活用で

あります。

地域センター病院跡地利活用につきまして

は、跡地利活用基本計画のコンパクトなまち

づくりの実現に向け、生活密着型の市街地の

拠点づくり、人口維持・形成の拠点づくり、

福祉・商業サービスの機能づくり、市民サー

ビスの交流づくり、活性化の集客機能づくり

を基本として、商業地域の特性を生かした有

効な土地利用に向け、民間活力も含めて関係

機関・団体と連携、並びに市民の合意形成に
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より、跡地利活用の推進に取り組んでまいり

ます。

６点目は、樹海東小学校跡地利活用であり

ます。

樹海東小学校跡地利活用につきましては、

地域経済の活性化と雇用の創出を図るため、

国の地域再生計画の認定を受け、民間活力に

よる地域振興に努めてまいります。

富良野市総合計画は７年目を迎えますが、

財政的に大変厳しい状況にあります。このこ

とを踏まえ、実施計画中期（平成１７年から

１９年度）最終年度の本年は、事業の中止や

見直しをすることにいたします。

以下、本年度の主要な施策について、総合

計画の六つの項目に分けて、その概要を御説

明申し上げます。

みんなでつくる健全なまちづくり。

地方分権、三位一体の改革が進む中、自主

自立の確立と簡素で効率的な行政システムを

目指し、市民と行政が情報を共有し、市民の

目線に立ったまちづくりを進めてまいりま

す。

情報の共有と市民参加。

社会経済状況の変革と多様化に対応できる

よう、政策の的確かつ積極的な選択によって

行政強化をより一層高め、市民から信頼され

る行政と町づくりを推進してまいります。

情報の共有と市民参加はその基本となり、

広聴広報活動を通じて多くの行政情報の提供

を行うことで、対話と参加意識の醸成を図っ

てまいります。

情報共有と市民参加のルール条例につきま

しては、市民がまちづくりに主体的に参加す

る手続として実施しており、今後とも実践を

積み重ね、市民と行政がともに考え行動する

土壌づくりを推進してまいります。

地域コミュニティ活動につきましては、町

内会や連合会など地域の皆さんと連携を図る

ことが大切であり、地域懇談会の開催や自主

的な活動の積極的な支援を通じ、市民が地域

のことを真剣に考え、話し合い、それぞれの

役割を担いながら、共助、協働する環境づく

りを進めてまいります。

情報化の推進。

情報化の推進につきましては、地域イント

ラネットシステムの活用を図りながら、事務

処理の効率化、迅速化による行政サービスの

充実に努めてまいります。

広域行政。

広域行政につきましては、圏域町村の自主

性を尊重しつつ、連携と協力のもと、圏域の

一層の発展に努めてまいります。

心豊かに学びあうまちづくり。

市民一人一人が生涯にわたって学び続け、

みずからの資質を高め、生きがいのある充実

した生活を送ることができるよう、郷土に根

差した個性あふれる、人に優しいまちづくり

を進めてまいります。

生涯学習。

生涯学習につきましては、高度化、多様化

する市民の学習ニーズに適応した学習活動を

推進するとともに、富良野の豊かな森林を生

かし、環境教育や自然体験学習、森林を活用

した事業を実施し、学習の機会の拡充に努め

てまいります。

男女共同参画につきましては、男女お互い

の人権を尊重し、性別にかかわりなく個性と

能力が発揮できる男女共同参画社会の実現に

向け、（仮称）富良野市男女共同参画基本計

画を策定してまいります。

学校教育。

学校教育につきましては、少子化による児

童生徒の減少など教育環境の変化に対応して

いくとともに、児童生徒のいじめ、不登校、

虐待などについて、学校、ＰＴＡ、関係機

関・団体等が相互に連携し、適切な対応に努

めてまいります。

社会教育。

社会教育につきましては、子供の教育の原

点は家庭にありますが、家庭の教育力の低下

が懸念されており、家庭の教育機能を高める

ため、親と子のきずなを深める事業、家庭教

育セミナー、教育相談などの事業を関係機関

と連携して取り組んでまいります。
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芸術・文化。

芸術文化の振興につきましては、郷土に根

差した個性と魅力ある市民文化の創造を目指

し、市民の自主的な文化活動を支援してまい

ります。

スポーツ。

スポーツ振興につきましては、４年目にな

りますスキーの甲子園、全国高等学校選抜ス

キー大会の成功に向け取り組んでまいりま

す。

国際交流。

国際交流につきましては、市民の主体的な

国際交流に支援を行うとともに、国際社会の

中で積極的に活躍できる青少年の育成を目指

し、小学生の国際交流事業を実施してまいり

ます。

安全で安心して暮らすまちづくり。

人と自然が共生した安全で安心して暮らせ

るまちづくりを進めるため、豊かな自然環境

の保全と快適な生活環境の向上を目指した地

域づくりを進めてまいります。

ごみの減量と資源リサイクル。

ごみの減量と資源リサイクルにつきまして

は、「燃やさない・埋めない」を柱に、リサ

イクルによる環境負荷軽減を図るため、ごみ

分別及び減量化の推進と容器包装リサイクル

法に基づくプラスチック類の分別見直しを行

い、再資源化と適正処理に努めてまいりま

す。

また、広域分担処理により、資源の有効利

活用と効率的なごみ処理を進めるとともに、

リサイクルセンターについては再資源化の充

実を図り、環境教育の場として啓蒙普及に努

めてまいります。

なお、プラスチック類の分別見直しによ

り、ごみ分別の手引きを改訂し、全戸配布を

行い、周知徹底を図ってまいります。

埋立処分場につきましては、被覆シートの

補修を行い、適正管理に努めてまいります。

合併浄化槽整備。

合併浄化槽整備につきましては、１０カ年

計画の最終年度として、引き続き設置に対す

る補助を行ってまいります。

総合防災。

防災につきましては、災害の未然防止に努

めるとともに、防災訓練を実施し、市民一人

一人の防災意識、防災知識の高揚に努めてま

いります。

治水。

治水対策につきましては、国の直轄事業と

して、石狩川改修関連工事の一連として空知

川河川整備が継続事業で実施の予定でありま

す。

また、道が行う事業につきましては、西達

布川の改修工事、布部川及びポン布部川の砂

防工事、さらに、富良野川河川改修の関連工

事として、ベベルイ川及び東８線川の改修工

事を継続事業で実施の予定であります。

交通安全対策。

交通安全対策につきましては、第８次富良

野市交通安全計画に基づき、交通事故のない

住みよい地域社会の構築を目指し、関係機

関・団体と連携し、交通安全思想の啓蒙普及

や道路交通環境の整備に努めてまいります。

消費生活対策。

消費生活対策につきましては、関係機関・

団体と連携し、消費生活相談の充実を図ると

ともに、巧妙かつ悪質化する消費者被害の未

然防止と啓蒙普及に努めてまいります。

防犯対策。

防犯対策につきましては、犯罪のない安全

で安心な地域社会の実現に向け、関係機関・

団体、地域と連携し、犯罪防止に努めるとと

もに、（仮称）富良野市地域安全条例を制定

してまいります。

ふれあいの心がつくる健康なまちづくり。

すべての世代の人々が、ともに助け合い、

住みなれた地域で安心して暮らせるよう、保

険、医療、福祉、介護の連携を強め、人に優

しいまちづくりを進めてまいります。

健康の保持増進。

健康でありたいとの思いは、すべての市民

にとって共通の願いであります。健康増進や

生活習慣病の予防・改善を目指し、市民が主
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体的に行う生活習慣改善の取り組みを支援し

てまいります。

また、本年４月にオープン予定の中心街活

性化センターの施設機能を生かし、市民がみ

ずからの健康づくりに取り組むことができる

ように努めてまいります。そのため、国保ヘ

ルスアップ事業を引き続き実施し、地域ぐる

み、職場ぐるみの総合的な健康づくりに取り

組んでまいります。

地域医療の充実。

地域センター病院は、５月１日移転開院い

たしますが、富良野圏域２次医療圏の中核医

療機関として、圏域の医療ニーズに沿った医

療体制の確保を図るとともに、地域医療及び

救急医療体制の充実に努めてまいります。

また、地域センター病院改築対策といたし

ましては、沿線町村とともに開放型病床設置

と高度医療機器の導入に対する支援を行って

まいります。

地域医療につきましては、高齢化の進展、

慢性疾患患者中心の疾病構造の変化、医療技

術の高度化などに伴い、医療に対するニーズ

は複雑、多様化しております。そのため、地

域医療計画により、住民が安心して暮らせる

地域医療の確立に向けた取り組みを推進して

まいります。

高齢者医療送迎車の運行につきましては、

交通弱者である高齢者の通院のため、最寄り

の公共交通機関まで距離がある地区につきま

しては、送迎車等を運行してまいります。

国民健康保険・医療給付。

国民健康保険につきましては、市民の健康

保持増進、福祉の向上などを図るため、健康

づくりの啓発、生活習慣病予防対策として、

国保ヘルスアップ事業、各種検診事業、レセ

プト点検の強化などを実施し、医療費の抑制

などによる国民健康保険事業の健全運営に努

めてまいります。

医療給付につきましては、老人保健、老人

医療、重度心身障がい者医療、ひとり親家庭

医療、乳幼児医療について、医療費の助成を

通して負担軽減に努めてまいります。

後期高齢者医療事業。

後期高齢者医療事業につきましては、新た

な高齢者の医療制度として、平成２０年４月

より道内すべての市町村が加入し、広域連合

でスタートいたしますので、被保険者の資格

管理など、関連する事務事業体制の整備に向

け取り組んでまいります。

地域福祉。

すべての市民が住みなれた地域で安心して

暮らせるよう、福祉関連施策の仕組みづくり

を通して、地域福祉の推進に努めてまいりま

す。特に、支え助け合い活動への幅広い参加

を推進し、高齢者、障がい者、子育て、生活

者支援などのネットワーク化に取り組み、生

きがいが実感できる地域づくりを目指しま

す。

高齢者福祉。

高齢化が進む中、在宅の高齢者がいつまで

も健康で心豊かに生活できるよう、外出支援

サービス、緊急通報システムなどの各種事業

を推進するとともに、高齢者元気づくり事

業、いきいき事業を継続し、生きがいづくり

を積極的に支援してまいります。

老人福祉法及び介護保険法の改正により、

養護老人ホームにおいても介護保険サービス

の提供が可能になったことから、新型養護老

人ホームへ転換し、新たな機能づくりを図る

とともに、介護サービスの質的な向上に努め

てまいります。

介護保険事業。

介護保険事業につきましては、第３期介護

保険事業計画に基づき、健全な保険財政を維

持し、円滑な運営に努めてまいります。

また、地域包括支援センターに管理者を配

置し、新予防給付事業及び地域支援事業の拡

充を図ってまいります。特に、包括的、継続

的ケアマネジメントを図るため、介護支援専

門員や民生委員、児童委員を含めたネット

ワークの充実に努めてまいります。

児童福祉。

子育て支援につきましては、少子化が一段

と進む中、働く女性が仕事の両立ができ、子
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供が健やかに育っていける職場づくりを図る

ため、企業アンケート調査に基づき、各事業

所に対して支援策を検討してまいります。

こども通園センターにつきましては、発達

におくれのある幼児の日常生活における基本

動作の習得や集団生活に適応することができ

るよう、児童デイサービスを新事業体系に移

行します。利用者負担につきましては、利用

しやすい環境づくりを進めるため、定額制に

改正し、負担の軽減を図ってまいります。

放課後児童対策につきましては、児童厚生

員を３名体制とし、学童保育センターの開所

時間の拡大を図り、児童の健全育成に努めて

まいります。

障がい者（児）福祉。

障がい者（児）福祉につきましては、障害

者自立支援法に基づき、必要な障がい福祉

サービスを提供するとともに、障がい者

（児）の能力や適正に応じた柔軟な形態によ

る地域生活支援事業の拡充に努め、地域生活

を支援してまいります。

公衆浴場確保対策。

公衆浴場確保対策につきましては、民間浴

場の確保のため支援を行い、市民に対する安

心と健康保持・増進を図ってまいります。

創造性豊かな産業を育むまちづくり。

豊かな自然環境の中、肥沃な大地で営まれ

る農業と観光が密接に連携し、地産地消の推

進や資源の効果的な活用を図るとともに、時

代に適合した創造性豊かな人材の育成を初

め、関係機関・団体とより密接な関係を図

り、地域経済の活性化を進めてまいります。

農業。

本市の農業は、高い生産基盤に支えられて

発展しております。今後も安全で高品質な農

畜産物の生産基地として、消費者の信頼にこ

たえる生産環境づくりに努めてまいります。

担い手の育成確保につきましては、経営感

覚に優れた人材の育成に向け、経営改善支援

の強化に努めてまいります。

中山間地域等直接支払事業につきまして

は、遊休農地発生防止や生産性向上、集落営

農の促進など、地域農業の担い手育成に向け

取り組んでまいります。

また、農地流動化対策につきましては、農

地の集積を促進するため、農地取得時の資金

借り入れに対する利子助成を継続してまいり

ます。

本年度からスタートする品目横断的経営安

定対策につきましては、関係機関・団体と連

携を図りながら、生産者の経営安定に向け取

り組んでまいります。

安全安心農業の推進につきましては、農業

者みずからが生産活動履歴を公表して、消費

者の信頼を確保する適正農業規範に取り組む

農業者及び団体の育成に努めてまいります。

また、地域農業の活性化を図るため、強い

農業づくり事業、畜産担い手育成総合整備事

業及び防衛施設周辺農業用施設設置事業によ

り、生産施設や農業機械の整備を図ってまい

ります。

さらに、農産物の安定作付確保に向けて、

バレイショ防除推進事業に取り組んでまいり

ます。

持続的農業・農村づくり促進特別対策事業

につきましても、平成１７年度まで実施して

いた食料環境基盤緊急確立対策事業に引き続

き、生産基盤の整備促進に向けて農業者の負

担軽減を図ってまいります。

農作物に被害を与えるエゾシカなどの有害

鳥獣対策につきましては、猟友会に対しての

支援、ハンターの育成に努め、個体数の適正

管理に努めてまいります。

林業。

林産業につきましては、引き続き民有林育

成推進事業による森林整備を進め、森林資源

の質的充実を図ってまいります。

また、道産材の利用拡大に当たっては、関

係機関・団体との連携のもと啓蒙普及に努

め、林産業の活性化を図ってまいります。

さらに、市民参加による開庁１００年記念

植樹を継続して実施してまいります。

商工業。

商工業の振興につきましては、市内経済の
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活性化に向け、金融・融資の円滑化、市内企

業間の取引や消費の拡大による雇用創出な

ど、市内経済の循環により波及効果を高め、

経済基盤の確立を図ってまいります。

具体的には、市内経済団体との連携によ

り、地域資源を活用した新商品開発の促進支

援、市内での消費拡大に向けたバイ富良野運

動及び地産地消運動を継続するとともに、市

街地誘致イベントを行ってまいります。

観光。

観光につきましては、地域の資源を活用し

た農村観光都市形成に向け、長期滞在型観光

地の環境整備を行ってまいります。

国内外の観光客が四季折々に一人歩きでき

る安全安心な観光地づくりのため、国内観光

振興計画を市民、関係団体と一体となって策

定をしてまいります。

また、観光客の誘致につきましては、国内

はもとより、アジア、豪州、ヨーロッパ等の

外国人観光客に向け、国が推進しているビ

ジットジャパンキャンペーンをもとに、京都

市や富良野・美瑛広域観光推進協議会の連携

により宣伝啓発を行ってまいります。

さらに、観光地域づくりプラン、観光ル

ネッサンスにより、交通アクセスや国際観光

センターなど受入体制の整備を図ってまいり

ます。

雇用。

雇用対策につきましては、熟年者から若年

者への技術伝承、人材育成及び地域資源を活

用する企業等の事業拡大による雇用の拡大を

図ってまいります。

具体的には、市内経済団体で構成する循環

型経済活性化促進協議会が中心となり、ＵＩ

ターン地域雇用開発活性化事業を引き続き実

施し、団塊の世代誘致雇用対策を推進してま

いります。

ワイン事業。

ワイン事業につきましては、消費の動向は

経済、社会の要因に大きく影響される環境に

ありますが、消費者のニーズを把握し、ワイ

ンセミナーなど各種事業により市民とのつな

がりを強め、熟成ワインの宣伝など販売拡大

を図り、富良野の特産品として特色ある製品

づくりに取り組んでまいります。

原料ブドウの栽培につきましては、新たな

品種導入試験を進めるとともに、栽培農家、

指導機関との連携により、さらなる良質ブド

ウの生産に努めてまいります。

公設地方卸売市場。

公設地方卸売市場につきましては、市民生

活に欠かせない生鮮食料品の安全・安心な供

給の安定化を図るとともに、市場会計の健全

化に向けて効率化を図ってまいります。

自然を活かした快適なまちづくり。

市民の安全で快適な生活環境の向上を図る

ため、恵まれた自然環境に配慮した快適な都

市基盤の整備を進めてまいります。

道路整備。

道路整備につきましては、安全で快適な交

通環境及び道路整備を促進するため、国道、

道道、市道相互の連携を図り、高齢化社会に

対応した人に優しい道づくり、景観に配慮し

た道づくりに努めてまいります。

地域高規格道路整備につきましては、平成

１８年に工事が着工され、本年度は計画予定

区域の用地買収を進め、引き続き水車川橋の

橋梁工事と五区西側線つけかえ工事、並びに

四線川橋下部工事を実施の予定であります。

国の直轄事業につきましては、新空知橋の

一部拡幅、国道３８号の若葉交差点及び北の

峰交差点の改良とバリアフリー化、並びに街

路樹の植栽を引き続き実施し、あわせて緑町

交差点改良工事を本年度から実施の予定であ

ります。

道が行う事業につきましては、山部北の峰

線、東山富良野停車場線、麓郷山部停車場

線、奈江富良野線の４路線の道路改良事業を

継続実施する予定であります。

市道整備につきましては、東４線、西４条

の２路線が事業完了であり、北１丁目１及び

地域高規格道路富良野道路関連で５区３線の

道路改良舗装事業を実施してまいります。

道路環境の整備につきましては、安全性、
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快適性の向上に向けた道路舗装、側溝改良等

を計画的に実施してまいります。

交通機関。

公共交通につきましては、高齢者や学生

等、日常生活上不可欠であるバス路線の維持

対策として、事業者に対し路線維持費の補助

を行うとともに、公共交通機関の利用促進に

向けた広報を行ってまいります。

上水道。

上水道事業につきましては、安全で安心な

飲料水を安定供給するため、引き続き上五区

地区の第４次拡張事業を実施してまいりま

す。

配水管整備事業につきましては、配水管未

整備の解消を図るため、継続実施してまいり

ます。

簡易水道事業につきましては、山部地区の

配水管新設工事を計画的に実施してまいりま

す。

下水道。

公共下水道事業につきましては、快適な環

境保全に努めるとともに、富良野市水処理セ

ンターの屋根・外壁塗装等を実施してまいり

ます。

汚水管整備事業につきましては、学田三区

の汚水管新設工事を計画的に進めてまいりま

す。

特定環境保全公共下水道事業につきまして

は、引き続き汚水管の整備を実施してまいり

ます。

公園・緑地。

公園緑地の整備につきましては、公園リフ

レッシュ事業としまして、公園トイレの水洗

化を実施するとともに、緑化事業を継続して

実施し、快適な生活環境の向上に努めてまい

ります。また、（仮称）北斗町公園の整備を

行ってまいります。

さらに、市民との協働による公園の維持管

理につきましては、関係団体と協議を進めて

まいります。

公営住宅。

公営住宅につきましては、緑ヶ丘団地の水

洗化を実施するとともに、火災警報器取りつ

け、屋根張りかえ及び屋根・外壁塗装など計

画的に実施し、居住環境の向上に努めてまい

ります。

都市計画。

都市計画につきましては、都市計画マス

タープラン、都市計画区域の整備、開発及び

保全の方針に基づき、秩序ある計画的な土地

利用の推進を図るため、用途地域の見直しを

行ってまいります。

冬の暮らし。

冬期間の交通確保や安全確保のため、市民

の協力のもと除排雪の充実に努めるととも

に、消融雪施設の普及を推進してまいりま

す。

中心市街地。

駅前地区土地区画整理事業につきまして

は、支障物件移転補償の終了、区画道路整備

及び街路事業の朝日通道路改良工事の完了に

向け実施してまいります。

また、道が施行する駅前広場整備につきま

しては、本年度完了の予定であります。

富良野市中心市街地活性化基本計画につき

ましては、平成１３年度の策定時に定めた区

域を対象として、コンパクトな都市形成に向

け、新たな計画を関係機関・団体、商店街等

との連携により策定してまいります。

予算編成にあたって。

国の経済は、世界経済の回復が着実に続く

中、企業部門、家計部門とも改善が続き、国

の構造改革の加速・深化と政府、日本銀行の

一体となった取り組み等により、物価の安定

のもとでの自立的、持続的な経済成長が実現

すると見込まれておりますが、地域間での景

気の回復にばらつきが見られ、地方にとって

はまだ厳しい状況が続いております。

そうした中で、地方財政は、地方税収入や

地方交付税の原資となる国税収入の大幅な増

加が見込まれるものの、公債費が依然高水準

であることや社会保障関係経費の自然増など

により、昨年度に引き続き地方の財源が不足

する状況にあります。
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国の地方財政対策並びに地方財政計画につ

きましては、予算の概要の中で説明させてい

ただきますが、地方財政制度の見直しが推し

進められる中にあって、地方税、地方交付

税、臨時財政対策債、地方譲与税などを合わ

せた一般財源総額も前年度を上回る額が確保

されたところでありますが、景気回復による

地方税の伸びが期待できない小規模市町村に

おいては、引き続き一般財源確保が非常に厳

しいものとなっております。

予算編成に当たりましては、国の地方財政

対策などを踏まえ、地方分権時代にふさわし

い簡素で効率的な行政システムを確立するた

め、人件費の縮減を初め積極的な行財政改革

の推進のもと、さらなる見直しによる歳出の

抑制と重点化を進め、富良野市総合計画の７

年目として、保健、医療、福祉施策や義務教

育、地域経済の活性化などにも配慮し、財政

調整基金の運用などにより予算の編成を行っ

た次第であります。

平成１９年度の予算規模は、一般会計１２

２億６,０００万円、特別会計８５億９,２２

０万円、企業会計１４億１,４１０万円、合

計２２２億６,６３０万円であります。

なお、この予算総額は、骨格予算として編

成されました前年度当初予算額と比較いたし

ますと、３.９％の増であります。

以上、平成１９年度の市政執行方針と予算

編成の大綱について申し上げましたが、執行

に当たりましては、厳しい時代背景を踏まえ

る中、将来に希望の持てる富良野市政の実現

に向け、全力で負託にこたえてまいる決意で

あります。

議員各位初め市民の皆様の御理解と御協力

をお願い申し上げ、市政執行方針といたしま

す。

ここで、１０分間休憩○議長（中元優君）

いたします。

───────────────

午前１０時５６分 休憩

午前１１時０６分 開議

───────────────

休憩前に引き続き、会○議長（中元優君）

議を開きます。

休憩前の議事を続行いたします。

次に、平成１９年度教育行政執行方針につ

いて説明を求めます。

教育長宇佐見正光君。

－登壇－○教育長（宇佐見正光君）

平成１９年度教育行政執行方針。

平成１９年第１回富良野市議会定例会に当

たり、教育行政に関する執行方針を申し上げ

ます。

市議会を初め市民の皆様の御理解と御協力

をいただき、関係部局・機関団体との連携を

深め、地域に根差した実効性のある教育施策

を進めてまいりたいと存じます。

今日、少子高齢化社会の中で、情報化、国

際化が加速し、時代の大きな転換期を迎え、

地方分権の一層の進展や教育制度改革によ

り、社会環境が大きく変貌しつつあります。

このような社会改革の流れの中で、子供たち

の学習意欲、規範意識、道徳心、そして体力

の低下など、喫緊に対応する必要がありま

す。

次代を担う子供たちにとって、みずから学

ぶ意欲、学力の基礎・基本の着実な定着を図

るとともに、他人を思いやる心、命を大切に

する心、正義感や公正さを重んずるなどの豊

かな心、さらには自己実現を目指した生きる

力の育成が大切であります。

そのためには、教育の原点である「知・

徳・体」の調和のとれた着実な育成と、それ

を支える学校、家庭、地域社会がそれぞれの

役割を果たしながら、相互に連携を図って学

校教育の充実に努めてまいります。

また、市民一人一人が心身ともに健康で生

きがいのある充実した人生を送るためには、

生涯にわたって学び続けて、みずからを高め

ることができる環境づくりが必要でありま

す。

こうした時代の動きを的確に把握して、活

力ある地域社会を創造するための基盤となり

ます社会教育、芸術・文化、スポーツの充
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実・発展に努めてまいります。

学校教育について。

学校教育につきましては、学習指導要領に

示す基礎・基本を重視し、個性を生かす教育

課程の充実や地域の特性を生かした取り組み

を通し、児童生徒一人一人に学ぶ意欲や主体

的に判断する力など、確かな学力や豊かな心

をはぐくむ教育環境づくりをより一層図るた

めに、新たに学校教育アドバイザーを配置

し、学校との連携強化に努めてまいります。

また、本年は、文部科学省の平成１９年度

全国学力・学習状況調査に関する実施要領に

基づき、学力調査を実施してまいります。

学校再編につきましては、児童生徒の集団

活動を通して、社会性、協調性、自立性など

を培う教育環境を整えるため、引き続き地

域、学校関係者と協議を進めてまいります。

幼児教育につきましては、子育て支援や幼

児教育の充実を図るとともに、預かり保育奨

励補助、障がい児教育補助、私立幼稚園就園

奨励補助により、就園機会の拡充と保護者負

担の軽減に努めてまいります。

心の教育につきましては、基本的な判断や

行動、他人を思いやる心など、豊かな心を育

てる道徳教育を充実し、いじめのない安全で

安心な学校づくりに努めるとともに、不登校

の児童生徒に対しては、適応指導教室の開設

を継続してまいります。

また、富良野市少年育成協議会におきまし

ても、いじめ、不登校、虐待、安全対策など

の問題に対し、学校、ＰＴＡ、関係機関・団

体が相互に連携して適切に対応してまいりま

す。さらに、学校の生徒指導につきまして

は、教育相談やカウンセリングの充実を図

り、問題行動の未然防止、早期発見、早期対

応に努めてまいります。

危機管理につきましては、学校への不審者

進入防止、登下校時の通学路の安全対策など

を、保護者、地域、関係団体などとの連携を

強化するとともに、学校における危機管理体

制の徹底を図ってまいります。

特別支援教育につきましては、軽度発達障

がいを含めた障がいのある児童生徒の自立や

社会参加に向けて専門家チームを組織すると

ともに、学校、関係機関と連携・協力し合う

特別支援連携協議会を設置し、適切な教育支

援に努めてまいります。本年度は特別支援教

室３０学級を設置するとともに、扇山小学校

のことばの教室を継続してまいります。

総合学習につきましては、郷土の歴史、文

化、自然、環境、演劇などを学習教材として

活用し、体験学習などを含め、地域の特色を

生かした教育の充実に努めてまいります。

キャリア教育につきましては、児童生徒一

人一人の勤労観、職業観の育成を図るため、

受け入れ事業者や関係機関と連携を深め、勤

労体験や職業体験学習の充実を図ってまいり

ます。

食育につきましては、食は健康の源であ

り、子供たちの望ましい食習慣や食の大切さ

がわかる食育指針を策定し、食育の推進を家

庭、関係機関、関係団体と連携して取り組ん

でまいります。

情報教育につきましては、樹海小学校、樹

海中学校の教育コンピューターの更新、校内

ＬＡＮの整備を図り、学習活動の充実、コン

ピューターの活用能力の向上に努めてまいり

ます。

学校図書につきましては、計画的に図書資

料を整備するとともに、市立図書館とのネッ

トワークやブックトラックを活用した朝の一

斉読書、読み聞かせ会など、児童生徒の読書

活動を推進してまいります。

国際理解教育につきましては、英語になれ

親しみ、日常会話や外国の文化、生活、習慣

などを学ぶために、引き続き外国語指導助手

２名を小中学校に派遣し、英語力の向上に努

めてまいります。

高等学校教育につきましては、中学校の進

路指導や高校教育の充実、さらには中・高が

相互に連携した教育振興を目指して、富良野

市中高学校経営連絡協議会を継続してまいり

ます。

さらに、就学資金の活用や高等学校バス通
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学費補助を実施し、教育機会の拡充、保護者

負担の軽減に努めてまいります。

学校教育施設の整備につきましては、山部

中学校屋内運動場屋根塗装事業、小学校施設

耐震化事業など、計画的な教育環境の改善、

教員住宅の維持管理に努めてまいります。

社会教育について。

社会教育につきましては、市民の多様化、

高度化する学習ニーズに対応するために、生

涯にわたる自主的な学習活動が展開できるよ

う、第５次社会教育中期計画に基づき、学習

機会の提供や学習支援、団体育成などを図る

とともに、生涯学習推進体制づくりに努めて

まいります。

家庭教育につきましては、教育の原点は家

庭にありますが、家庭の教育力の低下が懸念

されており、親と子のきずなを深める事業の

推進や家庭教育セミナーなどを開催し、家庭

の教育機能を高めてまいります。

また、子育て支援センターなどの関係機関

と連携を強化し、乳・幼児期からの家庭教育

を推進してまいります。

青少年教育につきましては、子ども会や青

少年サークル・団体の活性化に努めるととも

に、公民館事業や学社融合事業を通してさま

ざまな体験学習活動や世代間の交流活動を推

進し、豊かな人間性やたくましく時代を生き

抜く力を育成してまいります。

また、子供の目線から、まちづくりに対す

る自由な発想や意見を出し合う場として、

（仮称）子ども未来づくりフォーラムを開催

し、次代を担う青少年の育成を図るととも

に、青少年補導センターを中心に、非行の未

然防止にも努めてまいります。

成人教育につきましては、市民ニーズに対

応した学習機会の提供を初め、市民の学習活

動に対する支援や女性団体の育成を図ってま

いります。

高齢者教育につきましては、生きがいと心

の豊かさを高めることぶき大学の充実や学習

支援に努めるとともに、豊富な知識や経験を

生かした地域活動への参加、ボランティア活

動、世代間交流などの社会参加活動を促進し

てまいります。

芸術文化の振興につきましては、郷土に根

差した個性と魅力ある市民文化の創造を目指

し、市民総合文化祭などの交流・発表、市民

の芸術文化活動への参加促進など、自主的な

文化活動を支援してまいります。

また、芸術文化の向上と市民の創造的な文

化活動のために、富良野演劇祭や北海道舞台

塾事業などを開催し、富良野演劇工場を拠点

とした文化の発信に努めてまいります。

文化財につきましては、郷土の歴史と文化

の発展の礎をなすものであり、市民共有の財

産として文化財の保護に努めてまいります。

また、地域高規格道路工事予定地内の遺跡

の所在及び範囲確認調査を実施するととも

に、東大演習林と共同で林内の遺跡の分布調

査を行ってまいります。

さらに、市指定文化財の富良野獅子舞を初

め、山部獅子舞、富良野弥栄太鼓などの郷土

芸能の育成に努めてまいります。

生涯学習センターにつきましては、生涯学

習の原点である「いつでも・どこでも・誰で

も」が学習できる環境づくりを目指して、市

民のニーズに適応した学習プログラムの充実

を図り、ボランティアの活用と養成を推進し

てまいります。

さらに、自然観察会、自然フォーラム、子

ども自然塾などの事業を通して自然教育を推

進してまいります。また、林野庁と協定して

整備した太陽の里・ふれあいの森及び東大演

習林との地域交流協定に基づいて整備した東

大演習林神社山の自然観察コースなどを

フィールドとして、自然体験学習や森林を活

用した事業を実施してまいります。

図書館につきましては、富良野地区の中核

的な図書館として、利用者のニーズに適応し

た図書及び図書資料の充実を図り、読書活動

の推進に努めてまいります。

また、幼児・児童を対象とした絵本の読み

聞かせ会や健診時の親子読書会などの親と子

のふれあい事業を、ボランティアの協力を得
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て推進してまいります。

スポーツの推進について。

スポーツの推進につきましては、市民の健

康や体力づくりへの関心が年々高まっている

ところであります。

心身ともに健康で充実した市民生活を営む

ためには、生涯にわたり豊かなスポーツライ

フを送ることが大切であります。いつでも、

どこでも、身近にスポーツに親しむことがで

きる環境づくりとより質の高いスポーツの提

供を、ＮＰＯ法人ふらの体育協会とともに、

市民一人一人のスポーツに対する学習意欲を

高めながら、スポーツによるまちづくりを推

進するため、第５次社会体育中期計画に基づ

き、健康で生きがいのある生涯スポーツの振

興に努めてまいります。

スポーツ団体につきましては、競技力の向

上及び軽スポーツの普及促進を図るため、Ｎ

ＰＯ法人ふらの体育協会や各種スポーツ団体

を支援してまいります。また、総合型地域ス

ポーツクラブの設立に向け支援してまいりま

す。

スポーツ事業につきましては、体育指導員

やスポーツ団体の協力を得て各種事業に取り

組むとともに、本年度は北海道体育指導委員

研究協議会を開催してまいります。

競技スポーツにつきましては、ＮＰＯ法人

ふらの体育協会を中心として、各種スポーツ

の競技力向上に向け、指導者養成や選手強化

に努めるとともに、４年目になります全国高

等学校選抜スキー大会を継続して開催してま

いります。

スポーツ施設につきましては、多くの市民

に親しまれ、軽スポーツから競技スポーツま

で幅広く気軽に利用できるよう施設を整備す

るとともに、公認有料パークゴルフ場、ス

ポーツセンター、中心街活性化センターにつ

いては、指定管理者と連携し、施設管理に努

めてまいります。

以上、平成１９年度の教育行政執行方針を

申し上げましたが、議員各位並びに市民の皆

様の御理解と御協力を賜りますようお願い申

し上げます。

次に、平成１９年度予○議長（中元優君）

算の概要について及び議案第１号から議案第

９号までについて、順次提案者の説明を求め

ます。

助役石井隆君。

－登壇－○助役（石井隆君）

平成１９年度各会計予算の概要について御

説明申し上げます。

平成１９年度においても、国、地方を通じ

簡素で効率的な行財政の構築が求められてお

ります。

国の予算編成においては、平成２３年度に

国、地方の基礎的財政収支を確実に黒字化

し、簡素で効率的な政府の実現のため、「経

済財政運営と構造改革に関する基本方針２０

０６」に基づく歳出歳入一体改革における今

後５年間の歳出削減の計画的な実施に向け、

歳出全般にわたる徹底した見直しによる歳出

改革路線を強化することとされたところであ

ります。

また、予算配分に当たっては、制度、施策

の抜本的見直しと予算執行実績を踏まえた結

果の適切な反映、政策評価等の活用、民間活

力の活用による効率化、公共サービスの合理

化・効率化を図り、活力に満ちた経済社会の

構築と健全で安心できる社会の実現に向けた

施策への予算配分の重点化を行うことによ

り、歳出予算の一層の縮減を図るとともに、

新規国債発行額についても前年度の水準より

大幅に減額することとされたところでありま

す。

このような方針に基づいて編成されました

国の一般会計予算の規模は、前年度当初予算

対比４.０％減の８２兆９,０８８億円であり

ます。

国の平成１９年度地方財政対策と地方財政

計画の概要であります。

地方財政につきましては、地方税収入や地

方交付税の原資となる国税収入が大幅に増加

するものの、公債費が高い水準で推移するこ

とや社会保障関係経費の自然増等により、依
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然として大幅な財源不足が生じるものと見込

まれます。

このため、地方財政計画の歳出について

は、経済財政運営と構造改革に関する基本方

針に沿って、国の歳出予算と歩みを一つにし

て見直すこととし、定員の純減や給与構造改

革等による給与関係経費の抑制や地方単独事

業費の抑制を図り、地方財政計画の規模の抑

制に努めることにより財源不足額の圧縮を図

るとともに、地方の安定的な財政運営に必要

な地方税、地方交付税等の一般財源の総額を

確保することを基本として地方財政対策が講

じられました地方財政計画の規模は８３兆

１,２６１億円で、前年度対比０.０％、２４

７億円の減とされたところであります。

歳入では、地方税が景気の動向と国からの

税源移譲などの税制改正の影響により１５.

７％増の４０兆３,７２８億円、地方譲与税

が所得譲与税の廃止に伴い８１.０％減の７,

０９１億円、地方財政にとってかなめであり

ます地方交付税は、法定率が堅持され、その

原資である国税収入の伸びに平成１８年度か

らの繰越分が加算される中、交付税特別会計

の借入金の計画的償還が開始されることか

ら、地方へ交付される総額は、前年度対比

４.４％減の１５兆２,０２７億円とされたと

ころであります。

また、地方債の総額では、前年度対比１

０.８％減の９兆６,５２９億円が計上される

中、地方財源の不足に対処するための臨時財

政対策債については、前年度対比９.５％減

の２兆６,３００億円が計上され、平成１９

年度末の地方財政の借入金残高は１９９兆円

に達する見込みとなっております。

これらの結果、地方税、地方交付税、臨時

財政対策債等を合わせた一般財源総額として

は、前年度対比５,１３４億円増の５９兆２,

２６６億円が確保されたところであります。

また、歳出では、投資的経費の単独事業分

が地方財政計画の計画と決算の乖離是正分の

減額を含め１４.９％減の８兆５,８８４億

円、一般行政経費では、地域において必要な

行政課題に対して適切に財源措置を行う一

方、自助努力によって節減を見込みつつ極力

縮減することとし、乖離是正分を増額して、

４.０％増の２６兆１,８１１億円を確保、給

与関係経費は、定員管理の適正化と定員の縮

減に努めることとして、０.３％減の２２兆

５,１１１億円をそれぞれ計上しておりま

す。

地方の財源不足額は、地方税収の伸びと歳

出の抑制により前年度より縮小され、４兆

４,２００億円が見込まれ、建設地方債（財

源対策債）や臨時財政対策債の発行などによ

り補てんされることとなっております。

このように、国・地方を通じて引き続き厳

しい財政状況の中にあって、本市の予算編成

に当たりましては、国の地方財政対策などを

踏まえ、各事務事業の徹底した見直し積み上

げ作業により歳出の抑制と重点化を図り、前

年度に引き続き人件費の縮減を初めとした積

極的な行政改革を推進するとともに、行政

サービスの維持に配慮しつつ、富良野市総合

計画の着実な推進に向け、将来の課題に対処

すべく予算編成を進めてまいりましたが、昨

年度に引き続き生じた財源不足額は３億２,

０００万円となり、財政調整基金の運用など

により財源補てんを行い、予算の編成を行っ

た次第であります。

議案第１号平成１９年度富良野市一般会計

予算について御説明申し上げます。

平成１９年度一般会計当初予算総額は１２

２億６,０００万円で、骨格予算でありまし

た前年度当初予算対比で４.５％の増でござ

います。

歳入から、その概要について御説明申し上

げます。

市税は、国の地方財政計画、地方税法の一

部改正及び地域経済の動向などを勘案し、前

年度当初予算対比９.４％増の２４億２,６２

９万円を計上したところでございます。

これを税目別に前年度当初予算と対比いた

しますと、市民税は、個人市民税が給与所得

などの減少が見込まれるものの、国からの税
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源移譲と定率減税の廃止などに伴う増収を見

込み２８.８％増、法人市民税は、過去にお

ける実績及び市内事業所の景気動向等を勘案

し０.８％減、市民税総体で２２.４％増の１

０億７,７７８万４,０００円。

固定資産税は、土地の負担調整措置、家屋

の新増築、滅失、減免、住宅用地特例、新築

住宅軽減、償却資産の前年度実績及び国有資

産等所在市町村交付金及び納付金を勘案し、

１.５％増の９億８,５８７万２,０００円で

ございます。

軽自動車税は、４輪軽自動車の経済性によ

る小型車志向により登録台数の伸びを見込

み、４.０％増の３,４４３万７,０００円。

たばこ税は、喫煙対策や過去の実績などを

考慮し、４.２％減の１億８,４０３万３,０

００円。

鉱産税は、過去の実績などにより、前年度

同額の１５万３,０００円。

特別土地保有税は、平成１５年度の税制改

正で課税停止となったことにより、滞納繰越

分の科目設定で１,０００円。

入湯税は、ハイランドふらのの入浴客の動

向と民間施設を勘案して、５.６％増の１,８

０８万５,０００円。

都市計画税では、都市計画用途地域内の固

定資産、土地・家屋の評価推計などを考慮

し、２.９％増の１億２,５９２万５,０００

円であります。

地方譲与税は、国の三位一体改革による所

得税から個人住民税への税源移譲の経過措置

である所得譲与税が廃止となり、自動車重量

譲与税と地方道路譲与税で、地方財政計画及

び前年度交付見込額を勘案し、前年度当初予

算対比４１.４％減の２億７,０００万円を計

上した次第でございます。

利子割交付金は、地方財政計画及び前年度

交付見込額から、前年度同額の８００万円の

計上でございます。

配当割交付金と株式等譲渡所得割交付金

は、地方財政計画及び前年度交付見込額を勘

案し、配当割交付金が１５０％増の３００万

円、株式等譲渡所得割交付金が前年度同額の

１５０万円の計上でございます。

地方消費税交付金は、地方財政計画及び前

年度交付見込額から６.６％増の２億９,００

０万円の計上でございます。

ゴルフ場利用税交付金は、地方財政計画及

び前年度交付見込額などを勘案して、前年度

同額の１,０００万円の計上でございます。

自動車取得税交付金は、地方財政計画及び

前年度の交付見込額を勘案して、１１.８％

減の８,２００万円の計上でございます。

国有提供施設等所在市町村助成交付金は、

前年度の交付見込額などを勘案して、０.４

％増の９５万８,０００円の計上でございま

す。

地方特例交付金は、児童手当の制度拡充に

伴う地方特例交付金８００万円と恒久的減税

による減収補てん制度としての特例交付金の

廃止に対する経過措置としての特別交付金

１,１００万円で、合わせて３８.７％減の

１,９００万円の計上でございます。

地方交付税は、国の地方財政対策、地方財

政計画、新型交付税の導入などを勘案し、普

通交付税では、骨格予算として計上した前年

度当初予算対比で６.０％増の４３億６,００

４万１,０００円、これに特別交付税６.４％

増の３億円を加えまして４６億６,００４万

１,０００円を計上、前年度当初予算対比で

は６.０％の増でございます。

なお、普通交付税につきましては、前年度

当初算定決定額４４億８,７２１万３,０００

円に対し、２.８％の減で予算計上したとこ

ろであります。

交通安全対策特別交付金は、地方財政計画

及び前年度の交付見込額などを勘案し、２.

０％増の５００万円の計上でございます。

分担金及び負担金は、老人福祉施設入所者

負担金、老人ホーム保護委託費負担金、児童

デイサービス自立支援給付費負担金、保育所

負担金、僻地保育所負担金、国営農地開発事

業富良野東部地区負担金、畜産担い手育成総

合整備事業負担金などで、前年度当初予算対
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比１９.９％減の３億２,０４９万７,０００

円の計上でございます。

使用料及び手数料は、看護専門学校授業

料、道路占用料、公営住宅使用料、文化会館

使用料などの使用料と、戸籍・住民登録・諸

証明手数料、ごみ処理手数料、看護専門学校

入学検定料、入学料、建築確認申請手数料な

どの手数料で、前年度当初予算対比８.０％

減の１億６,１４９万１,０００円の計上でご

ざいます。

国庫支出金は、保険基盤安定、被用者児童

手当、被用者小学校修了前特例給付、非被用

者小学校修了前特例給付、生活保護費、児童

扶養手当支給費、介護給付費、自立支援医療

費などの負担金で６億３,３４６万９,０００

円、次世代育成支援対策交付金、地域生活支

援事業費、合併処理浄化槽設置整備事業、東

４線道路改良舗装工事、まちづくり交付金、

地域住宅交付金、幼稚園就園奨励費、防衛施

設周辺民生安定施設整備事業などの補助金

と、地方道路整備臨時交付金、特定防衛施設

周辺整備調整交付金などで３億７,０７７万

２,０００円、基礎年金等事務、富良野地域

事業調整等、富良野道路市道５区３線道路改

良事業などの委託金で２億１２３万４,００

０円。

以上の国庫支出金の総額は１２億５４７万

５,０００円で、前年度当初予算対比３.８％

の増でございます。

道支出金は、民生委員活動費、保険基盤安

定、被用者小学校修了前特例給付、非被用者

小学校修了前特例給付、生活保護費、介護給

付費、自立支援医療費などの負担金で２億

６,１１８万６,０００円、重度心身障害者医

療給付事業、放課後児童対策事業費、ひとり

親家庭等医療給付事業、地域子育て支援セン

ター事業、乳幼児医療費助成事業、農業委員

会活動促進事業、強い農業づくり事業、農業

経営基盤強化資金利子補給費、中山間地域等

直接支払交付金、国営造成施設管理体制整備

促進事業費などの補助金で２億７,９６３万

４,０００円、個人道民税徴収取扱事務、知

事及び道議会議員選挙費、参議院議員選挙

費、道営経営体育成基盤整備事業東学田地区

換地業務、東山富良野停車場線交安施設外管

理、樋門・樋管操作管理などの委託金で９,

０６６万９,０００円。

以上の道支出金総額では６億３,１４８万

９,０００円で、前年度当初予算対比１７.１

％の減でございます。

財産収入は、教職員住宅貸付料、土地建物

貸付料、各種基金利子、土地売払収入、市有

林間伐材素材売払収入及び固形燃料売払収入

などで、前年度当初予算対比１７.１％増の

６,８０８万８,０００円の計上でございま

す。

寄附金は、科目設定で４,０００円の計上

でございます。

繰入金につきましては、道路舗装側溝改良

事業、北１丁目１道路改良舗装、５区３線道

路改良事業、土地区画整理事業に充当するた

めに処分する財政調整基金のほか、減債基

金、国際交流基金、地域づくり推進基金、社

会福祉基金、農業推進事業基金などからの繰

り入れと、地域センター病院改築助成に伴う

土地開発基金及びワイン事業基金の繰りかえ

運用による繰入金で、前年度当初予算対比２

３９.６％増の８億６,１２０万４,０００円

の計上でございます。

繰越金は、科目設定でございます。

諸収入は、高齢者住宅整備資金貸付金収

入、勤労者生活資金貸付金収入、商工費貸付

金元利収入、宝くじ交付金収入、医療費附加

給付金、健康診査収入、予防接種収入、担い

手育成支援事業交付金、持続的農業・農村づ

くり促進特別対策事業推進交付金、備荒資金

組合交付金、デイサービスセンター等施設利

用料、スポーツ拠点づくり推進事業助成金な

どで、前年度当初予算対比１.０％増の５億

８,８７６万２,０００円の計上でございま

す。

市債につきましては、農道整備事業債ほか

８事業に対する起債と地方財政の財源不足の

補てん措置として発行される臨時財政対策債
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で、前年度予算対比２２.９％減の６億４,７

２０万円の計上でございます。

以上が、歳入の概要でございます。

次に、歳出につきまして、性質別に分類し

て御説明申し上げます。

人件費は、議員定数の減による議員報酬の

減額、職員等の扶養手当、寒冷地手当の改正

に加え、給料月額の引き下げと新規採用職員

の抑制による職員数の減による減額、及び退

職手当組合事前納付金の３年ごとの精算に伴

う増額に伴い、前年度当初予算対比１.０％

増の２４億６,３２５万１,０００円の計上で

ございます。

経常経費につきましては、行政改革の推進

により直営管理施設の指定管理者制度への移

行、各事務事業の見直しによる経費の節減、

抑制と、新たな施設の開設などに伴い、前年

度当初予算対比４.６％増の９億９,５９３万

９,０００円の計上でございます。

児童手当は、ゼロ歳から３歳未満の児童に

対する支給額の増額等を踏まえ、前年度当初

予算対比１９.１％増の１億７,２７２万６,

０００円の計上でございます。

扶助費につきましては、障害者自立支援法

の制定に伴い、平成１８年１０月より施行さ

れる新たな事業の前年度当初予算への計上を

留保していたことから、前年度当初予算対比

１３.２％増の１２億７,６１３万３,０００

円の計上でございます。

公債費は、前年度当初予算対比２.７％増

の１５億７,４２９万１,０００円の計上でご

ざいます。

積立金は、財政調整基金、減債基金、社会

福祉基金などから生ずる利子、育英基金返還

金及び空知川ゴルフ公社貸付金収入の地域づ

くり基金積立金などで、４３５万９,０００

円の計上でございます。

次に、事業費について御説明申し上げま

す。

本年度の新規事業といたしましては、男女

共同参画推進、広域行政、移住促進、参議院

議員選挙、福祉バス更新、地域センター病院

改築対策、高齢者医療送迎車運行、東部地区

シカさく設置事業助成、バレイショ防除緊急

推進、北１丁目１道路改良舗装、富良野道路

市道５区３線道路改良、北斗町公園整備、社

会科副読本整備、小学校施設耐震化、山部中

学校屋内運動場屋根塗装などの事業でござい

ます。

継続事業といたしましては、生活交通路線

維持対策、山部・東山地区コミュニティカー

運行、市有林造成、交通安全啓発、知事及び

道議会議員選挙、市議会議員選挙、福祉のま

ちづくり、外出支援サービス、高齢者等緊急

通報システム、後期高齢者医療、学童保育セ

ンター運営、こども通園センター運営、障が

い児保育、救急医療啓発普及委託、広域救急

医療対策事業運営費補助、公衆浴場確保対

策、看護職員養成就学資金貸付、各種予防接

種、母子保健、老人保健、ごみ減量と資源リ

サイクル推進、ごみ収集、資源ごみ処理、資

源回収センター管理運営費負担、衛生用品処

理負担、合併処理浄化槽設置整備、勤労者福

祉推進、人材育成対策、中山間地域等直接支

払、強い農業づくり、防衛施設周辺農業用施

設設置、安全・安心農業推進、農業経営基盤

強化資金利子助成、畜産担い手育成総合整

備、国営造成施設管理体制整備促進、国営農

地開発事業富良野東部地区負担、国営空知川

右岸土地改良事業（農業用用排水）負担、富

良野東部地区担い手育成支援、平扇地区農免

農道整備、道営農業生産基盤整備、持続的農

業・農村づくり促進特別対策、農業廃棄物処

理、中小企業経営改善指導事業等補助、中小

企業振興資金融資、商工業パワーアップ資金

融資、小口緊急特別資金融資、企業振興促進

補助、富良野・美瑛キャンペーン推進、閑散

期観光推進事業補助、消融雪施設普及、道路

維持補修委託、東４線道路改良舗装、西４条

道路改良舗装、道路舗装側溝改良、都市計画

変更、朝日通道路改良、土地区画整理、公営

住宅ストック総合改善、外国語指導助手招

致、適応指導、児童生徒送迎、高等学校バス

通学費補助、私立幼稚園補助、教育バス運送
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業務、演劇工場管理運営、生涯学習センター

管理運営などの事業で、事業費総額では、前

年度当初予算対比８.４％増の３５億６０３

万１,０００円でございます。

負担金補助及び交付金につきましては、下

水道受益者負担金などを含めまして、前年度

当初予算対比４.０％減の４,１９８万１,０

００円の計上でございます。

債務負担行為による負担額は、本年度より

道路河川占用管理システム導入事業費が加わ

り、債務完了分を差し引きいたしまして、総

額では、前年当初予算対比１５.６％減の１

億５,２１９万２,０００円の計上でございま

す。

繰出金は、国民健康保険特別会計、介護保

険特別会計、老人保健特別会計、公設地方卸

売市場事業特別会計、公共下水道事業特別会

計、簡易水道事業特別会計、水道事業会計及

び土地開発基金への繰り出しといたしまし

て、０.１％減の１２億４,５９５万１,００

０円の計上でございます。

一部事務組合に対する負担金は、富良野地

区消防組合、富良野地区学校給食組合、富良

野地区環境衛生組合、富良野広域串内草地組

合及び上川教育研修センター組合への負担金

で、総額では、前年度当初予算対比０.０１

％増の８億１,７１４万６,０００円の計上で

ございます。

予備費につきましては、１,０００万円を

計上した次第でございます。

次に、議案第２号平成１９年度富良野市国

民健康保険特別会計予算について御説明申し

上げます。

国民健康保険につきましては、皆保険制度

の中にあって地域医療の確保と健康増進に重

要な役割を担い、大きく貢献しているところ

でありますが、被保険者の高齢化による医療

費の増加、低迷する経済状況による被保険者

数の増加や所得の減少による低所得者層の増

加など、構造的な問題から財政運営は大変厳

しい状況にあります。

このような中にあって、平成１９年度予算

は、被保険者の検診を推進することで疾病の

早期発見など保健事業活動の推進を図るとと

もに、徴収体制や納税相談の強化など収納率

向上に向けた取り組みを強化し、医療費の適

正化により安定した保険給付を行うこととし

て、前年度当初予算対比１９.１％増の３１

億４,５００万円を計上した次第でございま

す。

歳入では、国民健康保険税で、医療給付費

分及び介護納付金分として、前年度当初予算

対比２.７％減の８億６,５８０万６,０００

円。

国庫支出金は、過去３年間における医療費

の動向による医療給付費、老人保健医療費拠

出金及び介護納付金に対する国の負担分とし

て、前年度当初予算対比３１.０％増の９億

９,２１１万９,０００円。

療養給付費等交付金は、退職者医療制度に

おける給付財源として、前年度当初予算対比

１１.５％増の４億４,７１４万８,０００

円。

道支出金は、高額医療費共同事業による補

助金及び財政調整交付金として、前年度当初

予算対比７.３％減の１億７,３４１万９,０

００円。

共同事業交付金は、高額医療費共同事業に

よる交付金、及び平成１８年１０月より施行

されました保険財政共同安定化事業による交

付金の追加により、前年度当初予算対比４６

４.３％増の３億３,５１９万６,０００円。

繰入金は、一般会計からの繰入金が、前年

度当初予算対比１.１％減の３億１,０７４万

１,０００円、給付基金からの繰入金が、前

年度当初予算対比４０.０％減の１,８００万

円。

繰越金は、科目設定でございます。

諸収入は、２５７万円を計上した次第でご

ざいます。

次に、歳出について御説明申し上げます。

総務費は、総務管理費、徴税費、運営協議

会費の人件費及び経常経費（物件費）など

で、前年度当初予算対比５.８％増の６,３０
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５万１,０００円。

保険給付費は、過去３年間における医療費

の推移から、前年度当初予算対比１０.３％

増の１９億１,７３５万５,０００円。

老人保健拠出金は、前々年度確定医療費拠

出金額の精算及び概算医療費拠出金額とし

て、前年度当初予算対比０.６％増の５億７,

７６４万９,０００円。

介護納付金は、前年度当初予算対比６.２

％減の１億４,７９５万６,０００円。

共同事業拠出金は、高額医療費共同事業及

び保険財政共同安定化事業に対する拠出金と

して、前年度当初予算対比５１２.４％増の

３億９,３１６万円。

保健事業費は、レセプト点検、医療費通

知、被保険者の健康づくり啓発事業、国保ヘ

ルスアップ事業、がん検診及び基本健康診査

及び高齢者インフルエンザ予防接種の助成金

で、前年度当初予算対比５.０％減の３,３０

８万３,０００円。

公債費は、一時借入金利子として２１万

５,０００円。

諸支出金は、国保税の還付加算金として、

前年度同額の２５３万１,０００円。

予備費につきましては、前年度同額の１,

０００万円を計上した次第でございます。

次に、議案第３号平成１９年度富良野市介

護保険特別会計予算について御説明を申し上

げます。

介護保険制度は、保健、福祉、医療の介護

サービスを利用者の選択により総合的かつ効

率的に提供するもので、現在、平成１８年度

から平成２０年度までの第３期介護保険事業

運営期間として運営されております。

平成１９年度予算は、介護保険事業計画第

３期計画をもとに、平成１８年度保険給付実

績等を勘案し、前年度当初予算対比０.２％

増の１４億６,３５０万円を計上した次第で

ございます。

歳入から御説明申し上げます。

介護保険料は、６５歳以上の第１号被保険

者の特別徴収、普通徴収保険料及び過年度保

険料の滞納繰越分で２億３,３０２万６,００

０円。

分担金及び負担金は、介護認定審査会に係

る本市以外の構成町村の負担金で５４１万

４,０００円。

国庫支出金は、介護、予防給付及び地域支

援事業に要する費用に対する負担金及び調整

交付金等で３億４,３６７万１,０００円。

支払基金交付金は、４０歳以上６５歳未満

の第２号被保険者の保険料分として、介護、

予防給付及び地域支援事業に要する費用に対

する交付金で４億２,７６３万７,０００円。

道支出金は、介護、予防給付及び地域支援

事業に要する費用に対する道負担金で２億

１,３８４万５,０００円。

繰入金は、介護、予防給付及び地域支援事

業に要する費用及び介護認定事業に係る費用

に対する市の負担分と、職員給与費等の一般

会計繰入金及び介護給付費準備基金繰入金で

２億３,３９２万１,０００円。

繰越金は、科目設定でございます。

諸収入は、社会及び労働保険料、サービス

計画費及び参加料などで５９８万５,０００

円を計上した次第でございます。

次に、歳出について御説明申し上げます。

総務費は、総務管理費、徴収費、介護認定

審査会費の人件費及び経常経費（物件費）な

どで５,９７８万円。

保険給付費は、介護サービス等諸費及び高

額介護サービス等費で１３億７,６４０万

円。

財政安定化基金拠出金は１３７万円。

地域支援事業費は、介護予防事業費及び包

括的支援事業、任意事業費で２,４４２万６,

０００円。

公債費は、一時借入金の利子で２１万８,

０００円。

諸支出金は、償還金及び還付加算金として

８０万６,０００円。

予備費につきましては、５０万円を計上し

た次第でございます。

次に、議案第４号平成１９年度富良野市老
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人保健特別会計予算について御説明を申し上

げます。

老人保健特別会計につきましては、老人の

健康保持と適切な医療費の支出を図ることと

し、前年度当初予算対比２.９％減の３０億

６,３５０万円を計上した次第でございま

す。

歳入につきましては、支払基金交付金で

は、医療費交付金１５億５,６２３万８,００

０円、これに事務費交付金の１,０８８万６,

０００円を加え、１５億６,７１２万４,００

０円の計上でございます。

国庫支出金は、医療費負担金で９億８,５

８０万２,０００円、これに医療費適正化推

進費補助金１０１万２,０００円を加えまし

て、９億８,６８１万４,０００円の計上でご

ざいます。

道支出金は、医療費負担金で２億４,６４

５万円の計上でございます。

繰入金は、医療費負担金と一般事務費を合

わせて２億６,２８４万８,０００円を一般会

計から借り入れるものでございます。

繰越金は、科目設定でございます。

諸収入は、社会及び労働保険料などで２６

万３,０００円の計上でございます。

次に、歳出について御説明申し上げます。

総務費は、人件費と医療費支給に要する事

務費で、２,７９７万１,０００円の計上でご

ざいます。

医療諸費は、前年度当初予算対比２.９％

減の３０億３,４９８万円の計上でございま

す。

公債費は、一時借入金の利子として４万

８,０００円の計上でございます。

諸支出金は、科目設定でございます。

予備費につきましては、前年度同額の５０

万円を計上した次第でございます。

次に、議案第５号平成１９年度富良野市公

設地方卸売市場事業特別会計予算について御

説明申し上げます。

公設地方卸売市場事業特別会計予算は、生

鮮食料品等の取引の適正化とその健全な運営

を確保し、もって生産及び流通の円滑化と市

民等の生活安定を図ることとしながらも、経

費節減を図り、前年度当初予算対比２１.４

％減の２,２００万円を計上した次第でござ

います。

歳入につきましては、使用料及び手数料と

して、市場施設使用料で１,４６９万９,００

０円。

繰入金は、一般会計からの繰入金で７３０

万円。

繰越金は、科目設定でございます。

歳出につきましては、総務費では、人件費

と経常経費（物件費）などで３７２万４,０

００円。

公債費は、地方債元利償還金で１,７５８

万１,０００円。

予備費につきましては、６９万５,０００

円を計上した次第でございます。

次に、議案第６号平成１９年度富良野市公

共下水道事業特別会計予算について御説明を

申し上げます。

公共下水道事業特別会計予算は、快適で衛

生的な生活環境の形成と公共水域の水質汚濁

防止を図るため、下水道整備区域の拡充と水

洗化率向上に努め、公共下水道事業におきま

しては、築後１７年を経過した富良野水処理

センターの屋根ふきかえ工事と外壁塗装工

事、汚水管布設、雨水幹線環境整備を行い、

また、山部特定環境保全公共下水道事業で

は、引き続き汚水管布設工事を実施すること

として、前年度当初予算対比１５.２％減の

７億８,８６０万円を計上した次第でござい

ます。

歳入について、その概要を御説明申し上げ

ます。

分担金及び負担金は、特定環境保全公共下

水道事業受益者分担金及び公共下水道事業受

益者負担金で、前年度当初予算対比０.８％

減の１,７５３万９,０００円の計上でござい

ます。

使用料及び手数料は、公共下水道使用料、

雨水幹線占用料及び公共下水道排水設備等確
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認申請手数料などで、前年度の下水道普及状

況を勘案して、前年度当初予算対比０.２％

増の２億４,２１９万８,０００円の計上でご

ざいます。

国庫支出金は、公共下水道事業補助金、特

定環境保全公共下水道事業補助金、機能高度

化下水道事業補助金で、前年度当初予算対比

５９.６％減の５,０８０万円の計上でござい

ます。

繰入金は、一般会計繰入金と公共下水道事

業基金繰入金で、前年度当初予算対比３.３

％減の３億７１７万７,０００円の計上でご

ざいます。

繰越金は、科目設定でございます。

諸収入は、水洗化等改造資金預託金元利収

入、支障物件移転補償費などで、前年度当初

予算対比６８.１％減の５４８万５,０００円

の計上でございます。

市債は、公共下水道事業債及び特定環境保

全公共下水道事業に対する起債と、下水道事

業債元金償還期間と下水道処理施設の減価償

却期間との差により生ずる資金不足を補う資

本費平準化債で、前年度当初予算対比２１.

０％減の１億６,５４０万円の計上でござい

ます。

次に、歳出について御説明申し上げます。

下水道費は、人件費などの一般管理費、水

洗化普及促進費、管渠管理費、水処理セン

ター管理費、管渠事業費、処理場事業費など

で、前年度当初予算対比３１.０％減の３億

２,０１８万１,０００円の計上でございま

す。

公債費は、地方債元利償還金及び一時借入

金の利子で、前年度当初予算対比０.７％増

の４億６,６４１万９,０００円の計上でござ

います。

予備費につきましては、前年度と同額の２

００万円を計上した次第でございます。

第２表、債務負担行為は、平成１９年度水

洗化等改造資金貸し付けに伴う利子補給金に

つきまして、貸付実績額に対する利子相当額

を限度額として、平成２０年度から平成２３

年度までの期間、利子補給を行うものでござ

います。

第３表、地方債は、下水道事業費及び資本

費平準化費に対する起債の借り入れで、１億

６,５４０万円を限度とするものでございま

す。

次に、議案第７号平成１９年度富良野市簡

易水道事業特別会計予算について御説明申し

上げます。

簡易水道事業特別会計予算は、効率的な運

営及び施設の適正な維持管理を図ることとし

て、前年度当初予算対比８.０％減の１億９

６０万円を計上した次第でございます。

歳入といたしましては、分担金及び負担金

は科目設定でございます。

使用料及び手数料は、簡易水道使用料と水

道手数料で、３,５８９万３,０００円の計上

でございます。

繰入金は、一般会計からの繰り入れで、

６,５１０万５,０００円の計上でございま

す。

繰越金は、科目設定でございます。

諸収入は、山部市街地区簡易水道配水管移

設工事補償費などで、３３０万円の計上でご

ざいます。

市債は、山部市街地区簡易水道配水制御計

装機器更新事業に対するもので、５３０万円

の計上でございます。

次に、歳出について御説明申し上げます。

簡易水道費は、人件費などの一般管理費、

施設管理費、山部市街地区簡易水道配水管移

設工事費及び同配水制御計装機器更新工事費

などで、前年度当初予算対比１６.８％減の

４,７３１万９,０００円の計上でございま

す。

公債費は、地方債元利償還金及び一時借入

金の利子で、６,２０８万１,０００円の計上

でございます。

予備費は、前年度同額の２０万円を計上し

た次第でございます。

第２表、地方債は、簡易水道事業に対する

起債の借り入れで、５３０万円を限度とする



― 25 ―

ものでございます。

ここで、午後１時まで○議長（中元優君）

休憩いたします。

───────────────

午後 ０時０４分 休憩

午後 １時０３分 開議

───────────────

午前中に引き続き、会○議長（中元優君）

議を開きます。

午前中の議事を続行いたします。

先ほどの提案に引き続き、提案願います。

助役石井隆君。

－登壇－○助役（石井隆君）

次に、議案第８号平成１９年度富良野市水

道事業会計予算について御説明申し上げま

す。

富良野市水道事業会計予算につきまして

は、業務の予定量を給水戸数７,３６６戸、

年間総配水量を１９４万７,０００立方メー

トル、一日平均配水量を５,３３４立方メー

トルと予定し、編成したところでございま

す。

建設改良事業につきましては、安定した供

給体制の確立と水道未普及地区解消のため、

上水道第４次拡張事業及び配水管整備事業な

どを実施してまいります。

第３条、予算の収益的収入につきまして

は、水道事業収益を前年度当初予算対比６.

２％増の４億４,６４０万円とし、その内訳

は、水道料金３億５７１万７,０００円、設

計審査手数料などの受託工事収益３０７万

６,０００円、一般会計などからの負担金及

び補助金で１億３,７４１万５,０００円、そ

の他営業収益、雑収益など１９万２,０００

円を計上した次第でございます。

収益的支出は、前年度当初予算対比６.２

％増の４億４,６４０万円とし、その内訳

は、給与費で４,７６３万９,０００円、セミ

ナーパーク線配水管移設、５区西側線配水管

撤去及び移設などの工事費で４,０５０万

円、水源送水場管理、水道施設管理図作成、

検針及び料金徴収などの委託料で４,１９２

万４,０００円、検定期間満了による量水器

取りかえ及び配水給水施設などの修繕費で

５,６３３万５,０００円、水源送水場動力費

で２,０８３万９,０００円、企業債利息、借

入金利息で９,８６５万１,０００円、その他

諸経常経費（物件費）で１,５００万６,００

０円、消費税及び地方消費税６５０万円、現

金支出の伴わない減価償却費などが１億１,

９００万６,０００円でございます。

次に、第４条予算の資本的支出でございま

すが、建設改良費の施設整備は、上水道第４

次拡張事業として、上五区地区配水管布設工

事費、道路改良工事関連による土地区画整理

事業配水管移設工事費、西４条及び北１丁目

１配水管移設工事費、並びに第１工区及び第

２工区配水管新設工事費で４,８５２万円の

計上でございます。

事務費につきましては、配水管整備事業に

係る賃金、旅費、備消耗品などの経費で１３

８万７,０００円の計上でございます。

量水器取替費は、検定期間満了によるもの

で８７３万円の計上でございます。

企業債償還金は、１億２,３３６万３,００

０円を計上し、資本的支出総額では１億８,

２００万円の計上でございます。

この財源といたしましては、企業債３,４

８０万円、道路関連工事などの負担金９７０

万５,０００円、雑収入１９万５,０００円

で、資本的収入総額４,４７０万円を見込

み、不足する財源１億３,７３０万円は損益

勘定留保資金で補てんするものでございま

す。

次に、議案第９号平成１９年度富良野市ワ

イン事業会計予算について御説明申し上げま

す。

ワイン事業会計予算につきましては、業務

の予定量を製品製造、製品販売予定数量とし

て、前年度対比１.９％減の３５２キロリッ

トル、内訳としまして、ワイン２３０キロ

リットル、果汁１２２キロリットルを予定

し、製品の製造及び販売に必要な予算を見込

み、編成いたしたところでございます。
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第３条予算の収益的収入につきましては、

ワイン事業収益を４億５,６６０万円とし、

その内訳は、ワイン販売収益及び果汁販売収

益などの営業収益で４億５,２３０万円、生

産物販売収益、受取利息及び雑収益の営業外

収益で４３０万円を計上した次第でございま

す。

収益的支出は、ワイン事業費用を４億５,

５６０万円とし、その内訳は、製造場管理

費、減価償却費などの管理費用で１億５４０

万円、製品販売に要する営業費と酒税、製品

費などの製品生産費である営業費用で３億

３,６８０万９,０００円、消費税及び地方消

費税などの営業外費用で１,０３９万１,００

０円、予備費を３００万円計上した次第でご

ざいます。

次に、第４条予算の資本的支出につきまし

ては、総額を３億３,０１０万円とし、その

内訳は、施設整備及び資産取得に要する建設

改良費で４,１３４万６,０００円、製品製造

と原料生産に要する棚卸資産生産費で２億

８,５７５万４,０００円、予備費を３００万

円計上し、資本的収入額が資本的支出額に対

して不足する３億３,０１０万円は、当年度

分損益勘定留保資金３億１,８１０万円と当

年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額１,２００万円で補てんをするものでござ

います。

以上、御説明申し上げました一般会計、特

別会計及び企業会計を合わせた本年度の当初

予算総額は２２２億６,６３０万円となり、

前年度当初予算対比では３.９％増となった

次第でございます。

予算の執行に当たりましては、議会の意思

を十分尊重するとともに、常に簡素で効率的

な財政運営に努めてまいります。

なお、一般会計予算案につきましては、総

務部長より細部説明を申し上げますので、十

分なる御審議をいただきますようお願いを申

し上げ、予算の概要説明といたします。

以上でございます。

次に、平成１９年度富○議長（中元優君）

良野市一般会計予算の細部について説明を求

めます。

なお、特別会計及び企業会計予算の細部に

ついては省略いたします。

総務部長下口信彦君。

－登壇－○総務部長（下口信彦君）

平成１９年度富良野市一般会計予算の細部

について御説明申し上げます。

一般会計予算及び予算説明書の御用意をお

願い申し上げたいと存じます。

１条は、歳入歳出予算の総額を１２２億

６,０００万円に定めようとするもので、前

年度当初予算対比で４.５％、５億３,０００

万円の増でございます。

歳入歳出予算の款項の区分及び区分ごとの

金額につきましては、２ページから５ページ

に歳入、６ページから８ページに歳出を、そ

れぞれ記載のとおりでございます。

２条は、継続費１件で、事業名、事業費及

び年度割の総額は、９ページに記載のとおり

でございます。

３条は、債務負担行為６件で、債務負担の

行為を行うことができる事項、期間及び限度

額につきましては、１０ページ、１１ページ

の上段に記載のとおりでございます。

４条は、地方債１０件、総額６億４,７２

０万円で、前年度より１億９,２７０万円の

減額でございます。

地方債の起債の目的、限度額、起債の方

法、利率及び償還の方法につきましては、１

０ページ、１１ページの下段に記載のとおり

でございます。

５条は、一時借入金で、借り入れの限度額

を２５億円と定めようとするもので、前年度

と同額でございます。

次に、１２ページをお開きいただきたいと

存じます。

歳入歳出予算の事項別明細書で、歳入の総

括につきましては、各款ごとに前年度予算と

比較いたしまして、１２ページ、１３ページ

に記載のとおりでございます。

歳出の総括につきましては、各款ごとに前
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年度との比較及び財源内訳につきましては、

１４ページ、１５ページに記載のとおりでご

ざいます。

次に、１６ページの１款市税から５９ペー

ジまでの２２款市債までにつきましては、歳

入の事項別明細となっておりますが、細部に

つきましては、予算の概要で先ほど説明申し

上げましたとおりでございますので省略させ

ていただき、歳出につきましては、前年度と

比較いたしまして大きく増減の伴った事業、

とりわけ款項目のうち目で１,０００万円を

超える増減のあった項目について御説明申し

上げたいと存じます。

ページは、９０ページ、９１ページ上段を

開いていただきたいと存じます。

２款総務費、４項選挙費、２目知事及び道

議会議員選挙費は、１,２４３万４,０００円

の計上でございます。

同じく、下段になります。

３目市議会議院選挙費は、２,８７０万６,

０００円の計上でございます。

９２ページ、９３ページ上段になります。

４目参議院議員選挙費は、１,８９９万１,

０００円の計上でございます。

同じく、中段でございます。

市長及び市議会議員選挙費は、廃目により

１,８６６万７,０００円の減額でございま

す。

次に、９８ページ、９９ページ上段でござ

います。

３款民生費、１項社会福祉費、２目老人福

祉費は、前年度対比２,１２１万７,０００円

の減額で、減額の主なものは、３５０、老人

施設入所委託措置費で７億１,７８１万円の

計上でございます。

１０２ページ、１０３ページ下段でござい

ます。

３目身体障害者福祉費は４,５７８万１,０

００円の減額で、７,１２５万５,０００円の

計上でございます。本件につきましては、昨

年、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、

精神障害者福祉法を一つの制度とした障害者

自立支援法の施行に伴い、関係支援費を１１

０ページ、１１１ページの８目障害者自立支

援費へ目がえをいたしまして、支援事業名も

改めております。

１０４ページ、１０５ページ上段でござい

ます。

４目知的障害者福祉費は、前年度対比１億

３,９６４万６,０００円の減額で、５２０万

９,０００円の計上でございます。本件につ

きましても、３目身体障害者福祉費で御説明

いたしましたとおり、昨年、障害者自立支援

法の施行に伴い、関係支援費を１１０ペー

ジ、１１１ページの８目障害者自立支援費へ

目がえをいたしまして、支援事業名を改めた

ところでございます。

次に、１１０ページ、１１１ページでござ

います。

８目障害者自立支援費は、前年度対比３億

６,６８５万３,０００円の増額で、４億４,

４８７万円の計上でございます。本件につき

ましては、３目身体障害者福祉費及び４目の

知的障害者福祉費で御説明いたしましたとお

り、昨年、障害者自立支援法の施行に伴いま

して、支援事業名も改め整理したものでござ

います。

１１２ページ、１１３ページでございま

す。

２項児童福祉費、１目児童福祉総務費は、

前年度対比２,６７３万４,０００円の増額

で、１１０、児童手当支給事業が増額の主な

もので、１億７,６４８万３,０００円の計上

でございます。

次に、１２２ページ、１２３ページ中段で

ございます。

３項生活保護費、２目扶助費は、前年度対

比１,１９６万９,０００円の増額で、３億

９,８７３万９,０００円の計上でございま

す。

同じく、下段でございます。

４款衛生費、１項保健衛生費、１目保健衛

生総務費は、前年度対比７億４,６０９万４,

０００円の増額で、１０５番、新規事業で地



― 28 ―

域センター病院改築対策事業費の増額が主な

もので、８億２,７１２万４,０００円の計上

でございます。

次に、１３２ページ、１３３ページでござ

います。

１項保健衛生費、７目看護専門学校費は、

前年度対比１,３１９万円の減額で、５,３７

２万４,０００円の計上でございます。本件

につきましては、本年４月１日より学生寮の

指定管理者制度への移行を予定しております

ので、学生寮管理経費の減額が主なものでご

ざいます。

次に、１４４ページ、１４５ページ下段で

ございます。

６款農林業費、１項農業費、１目農業振興

費は、前年度対比１億２,４３２万１,０００

円の減額で、（債）防衛施設周辺農業用施設

措置事業補助金の減額が主なもので、１９

０、強い農業づくり事業、２２０、防衛施設

周辺農業用施設設置事業費、新規事業であり

ます２２２、東部地区鹿柵設置事業助成金の

増額を差し引きいたしまして２億８,１２７

万円の計上でございます。

１５０ページ、１５１ページ下段になりま

す。

５目農地費は、前年度対比１億８,０７６

万８,０００円の増額で、増額の主なもの

は、１３２、（債）国営空知川右岸土地改良

事業（農業用用排水）負担金で、３億７,７

８４万５,０００円の計上でございます。

１５２ページ、１５３ページ中段になりま

す。

７目農業基盤整備事業費は、前年度対比

２,０３０万９,０００円の増額で、１００

番、道営農業生産基盤整備事業費、１１５、

持続的農業・農村づくり促進特別対策事業負

担金などの増額で、２,１９３万５,０００円

の計上でございます。

同じく、下段になります。

８目農業廃棄物処理施設費は、施設の維持

管理業務の委託化に伴い、前年度対比１,３

３２万５,０００円の増額で、５,０００万円

の計上でございます。

次に、１５６ページ、１５７ページでござ

います。

２款林業費２目林業振興費は、前年度対比

１,０８６万６,０００円の減額で、減額の主

なものは、森林整備地域活動支援促進事業費

で７３１万１,０００円の計上でございま

す。

次に、１６０ページ、１６１ページ上段で

ございます。

７款商工費、１項商工費、３目企業振興費

は、前年度対比１,５５９万６,０００円の増

額で、増額の主なものは、１１０番、企業振

興促進補助事業費で１,５６４万９,０００円

の計上でございます。

１６４ページ、１６５ページ下段でござい

ます。

８目中心街活性化センター費は、科目の新

設で、本年４月３０日オープン予定の中心街

活性化センターの管理運営費として７,２１

３万円の計上でございます。

次に、１６８ページ、１６９ページ下段で

ございます。

８款土木費、２項道路橋梁費、２目道路維

持費は、前年度対比１,６６７万１,０００円

の増額で、増額の主なものは、１１０番、道

路維持補修委託料で６,３５４万６,０００円

の計上でございます。

１７０ページ、１７１ページ中段でござい

ます。

３目道路除雪費は、前年度対比１,３７８

万６,０００円の増額で１億９,３７８万６,

０００円の計上でございます。

同じく、下段でございます。

４目道路新設改良費は、前年度対比１億

７,９６８万３,０００円の増額で、１５０

番、道路舗装側溝改良事業費の増額と、新規

事業であります１８０、北１丁目１道路改良

舗装事業及び２３０、富良野道路市道５区３

線道路改良事業費による増額に、１００、東

４線道路改良舗装事業費、１３０、西４条道

路改良舗装事業費、春日錦通歩道新設工事費
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などの減額を差し引きいたしまして５億１,

６９７万３,０００円の計上でございます。

１７４ページ、１７５ページ下段でござい

ます。

４項都市計画費、１目都市計画総務費は、

前年度対比１,７６６万円の減額で、１５

０、都市計画変更事業費の増額に市街地再開

発事業費の減額を差し引きいたしまして４４

２万９,０００円の計上でございます。

１７６ページ、１７７ページ中段でござい

ます。

２目街路事業費は、前年度対比３,３３７

万７,０００円の減額で、減額の主なもの

は、１３０、朝日通道路改良事業費で２,７

９７万３,０００円の計上でございます。

同じく、下段でございます。

３目土地区画整理費で、前年度対比８億

２,０１６万９,０００円減額の８,０２２万

１,０００円の計上でございます。

１８０ページ、１８１ページでございま

す。

５項住宅費、１目住宅管理費は、前年度対

比１,１２０万円の増額で、増額の主なもの

は、１３０、公営住宅ストック総合改善事業

費で５,２３７万円の計上でございます。

１８２ページ、１８３ページ上段でござい

ます。

２目住宅建設費は、骨格予算により当初計

上を保留していたため、前年度対比１,０３

４万３,０００円増額の１,２８０万４,００

０円の計上でございます。

続きまして、ずっと飛びまして、２２２

ページ、２２３ページ中段でございます。

屋内水泳プール費の廃目によりまして、

１,８００万９,０００円の減額でございま

す。

同じく、下段でございます。

１１款公債費は、地方債償還の元金、利

子、公債諸費で、次のページに記載のとお

り、前年度対比４,１７５万３,０００円増額

の１５億７,４９２万１,０００円の計上でご

ざいます。

次に、２２４ページ、２２５ページ中段で

ございます。

１２款給与費、１項給与費、１目給与費

は、前年度対比３,２７７万７,０００円増額

の２３億５,５３７万円の計上でございま

す。

２２６ページから２３１ページまでは、給

与費の明細書を掲載いたしておりますので、

御一読をお願い申し上げたいと存じます。

２３２ページ、２３３ページは継続費に関

する調書、２３４ページから２４１ページに

は債務負担行為に関する調書、２４２ペー

ジ、２４３ページには地方債に関する調書を

それぞれ掲載いたしておりますので、御一読

をお願い申し上げたいと存じます。

以上、平成１９年度一般会計予算について

御説明を申し上げましたが、よろしく御審議

のほどを賜りますようお願い申し上げます。

以上で、提案説明を終○議長（中元優君）

わります。

────────────────────

散 会 宣 告

────────────────────

以上で、本日の日程は○議長（中元優君）

終了いたしました。

明２月２７日の議事日程は、お手元に御配

付のとおりであります。

本日は、これをもって散会いたします。

午後 １時３２分 散会
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上記会議の記録に相違ないことを証するため、ここに署名する。

平成１９年２月２６日

議 長 中 元 優

署 名 議 員 横 山 久 仁 雄

署 名 議 員 天 日 公 子


